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令和３年度富里市水道事業会計予算

　（総則）

第１条 令和３年度富里市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

 (1) 件

(2) ｍ
３

(3) ｍ
３

(4)

イ．　

ロ．

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項

支　　　　　出

第１款　　 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

特 別 利 益 千円1

5,000

営 業 収 益

営業外収益

996,401

961,152

予 備 費

83,120

900特 別 損 失

29,349

営 業 費 用

営業外費用

水 道 事 業 費 用

1,046,045

962,924

主要な建設改良事業

１ 日 平 均 給 水 量

浄水場監視設備外更新工事

水 道 事 業 収 益

石綿管更新工事

議案第５号

年 間 総 給 水 量

17,870

4,521,000

12,386

給 水 件 数
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　（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額258,784千円は、当年度分損益勘定留保資金等で補填す

るものとする。）。

収　　　　　入

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

支　　　　　出

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

　（継続費）

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

　（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

令和6年度

122,400千円

5.0％以内
（ただし、利率見直し
方式で借り入れる資
金について、利率の
見直しを行った後に
おいては、当該見直
し後の利率）

100,000千円

借入先の融資条件によ
る。ただし、企業財政その
他の都合により繰上償還
又は低利に借り換えること
ができる。

限 度 額 起債の方法 償 還 の 方 法

122,400千円

122,413千円

令和4年度

令和5年度

浄水場監視設備
外更新工事及び
石綿管更新工事

100,001資 本 的 収 入

100,000企 業 債

企 業 債 償 還 金

358,785

136,440

建 設 改 良 費 222,345

資 本 的 支 出

1寄 附 金

利 率起債の目的

証書借入

年 割 額

１．資本的支出 １．建設改良費 100,650千円令和3年度467,863千円
浄水場監視設備外
更新工事

款 項 事 業 名 総 額 年 度
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　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

 (1) 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の

間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければ

ならない。

(1) 職員給与費 千円

　（棚卸資産の購入限度額）

第９条 棚卸資産の購入限度額は、2,197千円とする。

令和３年２月１９日提出

富 里 市 長 五十嵐　博　文

69,217
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収 入

款 予　定　額

１ . 水 道 事業 収益 1,046,045

1. 営 業 収 益 962,924

1. 給 水 収 益 957,220 水道料金 957,220

2. そ の 他 営 業 収 益 5,704 給水装置検査手数料等 5,704

2. 営 業 外 収 益 83,120

1. 受取利息及び配当金 46 普通、定期預金利息 46

2. 他 会 計 補 助 金 816 児童手当 816

3. 長 期 前 受 金 戻 入 38,664 減価償却中の補助金等相当分 38,664

4. 加 入 金 43,298 新規加入金 43,298

5. 雑 収 益 294 窓口コピー代等 294

6.
消費税及び地方消費税
還 付 金

2

3. 特 別 利 益 1

1. そ の 他 特 別 利 益 1 1損害賠償金等

令和３年度富里市水道事業会計予算実施計画　

収　益　的　収　入　及　び　支　出　

（単位：千円）

項 目 備　　　　　　　考
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支 出

款 予　定　額

１ . 水 道 事業 費用 996,401

1. 営 業 費 用 961,152

1. 原 水 及 び 浄 水 費 492,595 委託料 13,326

修繕費 4,103

薬品費 2,399

受水費 472,767

2. 配 水 及 び 給 水 費 131,379 備消品費 345

燃料費 660

自家発電用重油

委託料 60,655

浄水場運転管理業務等

修繕費 39,941

漏水修理工事

消火栓補修費等

動力費 28,678

電気料金

材料費 1,100

補修材料費等

3. 総 係 費 121,153 給料 26,691

手当 11,846

ろ過機保守点検等

一般修繕等

工具等

水質検査業務

検定期間満了量水器交換業務

（単位：千円）

印旛広域水道受水費

項 目 備　　　　　　　考

薬品注入設備保守点検

次亜塩素酸ナトリウム等
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賞与引当金繰入額 4,338

報酬 226

法定福利費 11,249

旅費 86

被服費 53

備消品費 675

燃料費 114

光熱水費 24

プロパンガス代

印刷製本費 50

入出庫伝票、納付書等

通信運搬費 416

委託料 50,615

場内機械警備

消防用設備点検等

賃借料 2,105

複写機賃借料等

手数料 1,617

水道料金コンビニ収納事務手数料

細菌検査等

修繕費 7,980

研修費 75

厚生福利費 35

ＮＨＫ受信料、衛生品費等

水道料金徴収業務

庁舎修繕等

職員研修

会計システムソフトウェア使用料

庁車ガソリン、刈払機燃料

郵便料金、電話料金
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会費負担金 158

保険料 823

公課費 5

貸倒引当金繰入額 1,972

4. 減 価 償 却 費 215,343 有形固定資産減価償却費 215,343

5. 資 産 減 耗 費 682 682

2. 営 業 外 費 用 29,349

1.
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

19,941 企業債利息 19,941

2. 消費税及び地方消費税 9,408 消費税及び地方消費税 9,408

3. 特 別 損 失 900 　

1. 過 年 度 損 益修 正損 900 過年度損益修正 900

4. 予 備 費 5,000 　

1. 予 備 費 5,000 予備費 5,000

水道賠償責任保険等

固定資産除却費

日本水道協会会費
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収 入

款 予　定　額

1. 資 本 的 収 入 100,001

1. 企 業 債 100,000 　

1. 企 業 債 100,000 建設改良事業 100,000

2. 寄 附 金 1 　

1. 寄 附 金 1 水道施設整備協力金 1

項 目 備　　　　　　　考

（単位：千円）

資　本　的　収　入　及　び　支　出　
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支 出

款 予　定　額

1. 資 本 的 支 出 358,785

1. 建 設 改 良 費 222,345

1. 配 水 設 備 拡 張 費 101,365 委託料 715

施設整備費 100,650

浄水場監視設備外更新工事

2. 営 業 設 備 費 1,188 量水器費 1,188

3. 管 路 改 修 工 事 費 119,792 給料 7,525

手当 3,145

賞与引当金繰入額 1,188

法定福利費 2,934

旅費 50

被服費 18

備消品費 70

燃料費 327

庁車ガソリン、軽油

通信運搬費 110

行政無線基本回線専用料

委託料 2,259

手数料 4

細菌検査

修繕費 400

庁車車検等

研修費 40

職員研修

（単位：千円）

項 目 備　　　　　　　考

浄水場監視設備外更新工事監理

ＣＡＤソフトウェア保守料等
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会費負担金 61

保険料 99

庁車保険料

公課費 32

施設工事費 101,530

石綿配水管更新工事等

2. 企業債償還金 136,440 　

1. 企 業 債 償 還 金 136,440 企業債償還金 136,440

印旛郡水道事業運営協議会負担金
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（消費税及び地方消費税抜き表示）

（単位：千円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 35,696

減価償却費 215,343

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,526

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,972

長期前受金戻入 △ 38,664

受取利息及び配当金 △ 46

支払利息 19,941

固定資産除却費 682

未収金の増減額（△は増加） △ 78,870

未払金の増減額（△は減少） 50,457

棚卸資産の増減額（△は増加） △ 810

前払金の増減額（△は増加） 2

その他流動資産の増減額（△は増加） △ 81,574

その他流動負債の増減額（△は減少） 81,574

小計 211,229

利息及び配当金の受取額 46

利息の支払額 △ 19,941

業務活動によるキャッシュ・フロー 191,334

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 203,598

有形固定資産の除却による支出 △ 682

寄附金による収入 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 204,279

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債による収入 100,000

建設改良企業債の償還による支出 △ 136,440

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 36,440

　 資金増加額（又は減少額） △ 49,385

　 資金期首残高 772,657

　 資金期末残高 723,272

令和３年度富里市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで)
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１． 総  括

法  定

特別職 企業職 報  酬 給  料 賃  金 手  当 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

6
(0)
2

(0)
8

(0)
7

(0)
2

(0)
9

(0)
△ 1
(0)
0

(0)
△ 1

(0)

管理職 扶　養 地　域 通　勤 管 理 職 時間外 期末勤勉 住　居 宿日直

手　当 手　当 手　当 手　当 特別勤務手当 手　当 手　　　当 手　当 手　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 1,544 1,152 440 621 14,076 612 542 18,987
前 年 度 1,544 996 514 621 14,604 888 551 19,718

比 較 0 156 △ 74 0 △ 528 △ 276 △ 9 △ 731
備考　職員手当等の科目に、上記のほか児童手当がある。

２． 会計年度任用職員以外の職員

法  定

特別職 企業職 報  酬 給  料 賃  金 手  当 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

6
(0)
2

(0)
8

(0)
7

(0)
2

(0)
9

(0)
△ 1
(0)
0

(0)
△ 1

(0)

管理職 扶　養 地　域 通　勤 管 理 職 時間外 期末勤勉 住　居 宿日直

手　当 手　当 手　当 手　当 特別勤務手当 手　当 手　　　当 手　当 手　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 1,544 1,152 440 621 14,076 612 542 18,987
前 年 度 1,544 996 514 621 14,604 888 551 19,718

比 較 0 156 △ 74 0 △ 528 △ 276 △ 9 △ 731

２　（　　）内は、短時間勤務職員について外書きすること。
３　職員手当等の科目に、上記のほか児童手当がある。

備考
１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載す
ること。

給　　与　　費　　明　　細　　書

△ 3,180

手
当
の
内
訳

区   分
合　計

11 △ 28

合      計 △ 2,083 △ 731 △ 2,814 △ 366

△ 2,775 △ 377 △ 3,152

資本勘定支弁職員 98 △ 137 △ 39

56,017 15,480 71,497

比
較

損益勘定支弁職員 △ 2,181 △ 594

合      計 36,299 19,718

12,368

資本勘定支弁職員 7,427 4,280 11,707 3,112

15,114 68,317

前
年
度

損益勘定支弁職員 28,872 15,438 44,310

11,668 3,123 14,791

合      計 34,216 18,987 53,203

14,844 41,535 11,991 53,526

資本勘定支弁職員 7,525 4,143
本
年
度

損益勘定支弁職員 26,691

区   　　分
職  員  数 給   　　  　　　 与   　　　　　   費

合  　　　計
計

（千円） （千円）

△ 2,814 △ 366 △ 3,180

手
当
の
内
訳

区   分
合　計

合      計 0 △ 2,083 △ 731

△ 3,152

資本勘定支弁職員 0 98 △ 137 △ 39 11 △ 28

71,497

比
較

損益勘定支弁職員 0 △ 2,181 △ 594 △ 2,775 △ 377

3,112

合      計 0 36,299 19,718 15,480

15,438 44,310 12,368

資本勘定支弁職員 0 7,427 4,280 11,707
前
年
度

損益勘定支弁職員 0 28,872

56,017

14,791

合      計 0 34,216 18,987 53,203 15,114 68,317

11,991 53,526

資本勘定支弁職員 0 7,525 4,143 11,668 3,123

0 26,691 14,844 41,535

区   　　分
職  員  数 給   　　  　　　 与   　　　　　   費

合  　　　計
計

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員

56,678

14,819

56,678

14,819
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３． 会計年度任用職員

法  定

特別職 企業職 報  酬 給  料 賃  金 手  当 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

0
(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)
0

(0)

地　域 通　勤 時間外 期末勤勉
手　当 手　当 手　当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 0
前 年 度 0

比 較 0

４． 給料及び手当の増減額の明細

昇給率 1.25％ 293 千円

その他の増減分 △ 2,376 職員の異動等に係る増減額
△ 2,376 千円

△ 159 千円 年0.05月分減

156 千円
△ 74 千円

その他増減分 △ 572 △ 369 千円

△ 276 千円
△ 9 千円

区   　　分
職  員  数 給   　　  　　　 与   　　　　　   費

合  　　　計
計

（千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

0

0

0 0

00

0

0

0 0

前
年
度

損益勘定支弁職員

0

合      計

0

0

資本勘定支弁職員 0

合      計 0 0

0 0 0

資本勘定支弁職員 0 0 0 0

合      計 0 0 0 0

手
当
の
内
訳

区   分
合　計

比
較

損益勘定支弁職員 0

備考
１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて記載する
こと。

２　（　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する
職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きすること。

区     分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説      明 備     考

宿日直手当

給　　　　　料 △ 2,083

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分 293

手　　　　　当 △ 731

制度改正に伴う
増減分

△ 159
期末勤勉手当

扶養手当
通勤手当

期末勤勉手当

住居手当
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５． 給料及び手当の増減額の明細

　（１）職員１人当たりの給与

　（２）初任給

　（３）級別職員数

級

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

８　級

計

１　級

２　級

３　級

４　級

５　級

６　級

７　級

８　級

計

区      分

大  学  卒

高  校  卒

182,200

150,600

区　　　　　　　　　　分

11.1

1

2

2

33.3

11.1

182,200

一　　般　　行　　政　　職　　（円）

150,600

1

150,600

182,200

消　　　　防　　　　職　　　（円）

11.1

企          業          職

363,802

399,548

47歳10月

区　　　　　　　　　　　分

平　均　給　与　月　額　（円）

平　   均　   年　   齢　   （歳）

平　均　給　料　月　額　（円）

令和　３　年　１　月　１　日　現在

令和　２　年　１　月　１　日　現在

平　均　給　料　月　額　（円） 358,211

397,333

47歳5月

平　均　給　与　月　額　（円）

平　   均　   年　   齢　   （歳）

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

企　業　職　（円）

令和　３　年　１　月　１　日　現在

企　　　　　業　　　　　職

職　　　員　　　数　　　（人） 構　　　成　　　比　　　（％）

1

11.1

22.2

1

33.3

100.0

令和　２　年　１　月　１　日　現在

100.0

11.1

22.2

3

9

9

3

1

1 11.1

1 11.1

1 11.1
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　（級別の標準的な職務内容）

区分

　（４）昇給

　（５）特殊勤務手当

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級 ８　級

企
　
業
　
職

主　事
技　師
主事補
技師補

主　事
技　師

副主査
主任主事
主任技師

主査補 主　査 主　幹
課長補佐
副主幹

参　事
課　長
主　幹

部　長

区　　　　　　　　　　分 合　　　計 企　業　職

本
年
度

職 員 数 (A) ( 人 ) 8 8

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) ( 人 ) 7 7

号給数別内訳

1 号 給 ( 人 ) 1 1

2 号 給 ( 人 )

3 号 給 ( 人 )

4 号 給 ( 人 ) 6 6

5 号 給 ( 人 )

比 率 (B)／(A) (％) 87.5 87.5

前
年
度

職 員 数 (A) ( 人 ) 9 9

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B) ( 人 ) 7 7

号給数別内訳

1 号 給 ( 人 )

2 号 給 ( 人 )

3 号 給 ( 人 ) 1 1

4 号 給 ( 人 ) 6 6

5 号 給 ( 人 )

比 率 (B)／(A) (％) 77.8 77.8

区　　　　　　　　　　　分 全　　職　　種 企　業　職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ( ％ ) － －

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )
（ 令 和 ３ 年 1 月 1 日 現 在 ）

－ －

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 ( 円 )

－ －

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 － －
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　（６）期末手当・勤勉手当

６　月　（月分） 12　月　（月分）

(1.175) (1.175)

2.225 2.225

(1.175) (1.175)

2.250 2.250

(1.175) (1.175)

2.225 2.225

備考　支給期別支給率及び支給率計の（　　）内は、再任用職員に係る支給率である。

　（７）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度 そ   の   他 

（月分） （月分） （月分） （月分） 加算措置等

定年前早期退職特例措置
（２％～４５％加算）

一般会計の制度 定年前早期退職特例措置
（支給率等） （２％～４５％加算）

　（８）その他の手当

備　　　考職制上の段階，職務の
級等による加算措置

支　給　率　計
（月分）

4.50

(2.35)
有

有

同

同

宿 　日　 直　 手 　当

住     居     手     当

同

通     勤     手     当

47.709

支 給 率 等 47.709

扶     養     手     当

(2.35)

備　　　考

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同区          分

47.709

本　年　度

前　年　度

区　　　分

24.586875

一般会計の制度

33.27075

(2.35)

差  異  の  内  容

同

33.27075

区　　　分
支　給　期　別　支　給　率

4.45

4.45

47.709

有

24.586875
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（単位　千円）

企業債 国庫補助金
当年度損益
勘定留保資

金

逓次繰越

99,946

逓次繰越

598

逓次繰越

37,051

逓次繰越

205,834

逓次繰越

217,708

逓次繰越

204,442

逓次繰越

219,845

逓次繰越

222,832

逓次繰越

227,226

逓次繰越

133,869

逓次繰越

129,650

逓次繰越

346,015

逓次繰越

241,206

逓次繰越

242,266

逓次繰越

219,633

逓次繰越

226,748

逓次繰越

282,517

逓次繰越

153,783

逓次繰越

149,546

逓次繰越

120,179

逓次繰越

113,840

逓次繰越

123,055

逓次繰越

132,169

逓次繰越

137,355

逓次繰越

140,878

逓次繰越

153,084

逓次繰越

156,616

逓次繰越

159,936

17 84,840 19,300

12,688

20

44,190 44,190

0.8%

64,892 64,892 0.9%

21 44,190 0.6%

31,580 2,100 2,100 27,380

43,427

第
一
款
　
資
本
的
支
出

第
一
項
　
建
設
改
良
費

第
一
次
拡
張
事
業

60,85419 73,060 22,600 8,900

47,510 2,800 2,800 41,910

64,892

79,654

16 92,299 25,600 14,576 52,123

41,560

18 68,415 12,300

83,185

60,85460,854

1.1%

83,185 83,185 1.2%

79,65479,65446,15319,387

1.5%

68,717 68,717 1.0%

105,297 105,297105,297

1.6%

134,646 134,646 1.9%

114,063 114,063

242,715

13 84,696 37,200 30,322 17,174

12 130,409 58,700 33,448 38,261

11 113,981 106,200 38,097 △ 30,316

15 114,512 36,500 25,808 52,204

14 62,378 14,000 12,772 35,606

1.4%

109,302 109,302 1.5%

28,048

101,618 101,618 101,618

134,646

242,715

68,717

114,063

3.4%

28,048 28,048 0.4%

242,715

10 157,387 72,200 37,804 47,383

9 116,417 28,000 5,150 83,267

1.5%

110,895 110,895 1.5%

109,302

105,317 105,317 105,3178 82,684 22,500 8,300 51,884

7 111,955 58,000 13,000 40,955

3.2%

365,100 365,100 5.1%

110,895

228,886 228,886 228,8866 124,077 70,000 12,463 41,614

5 581,465 190,000 102,316 289,149

5.6%

514,965 514,965 7.2%

365,100

398,135 398,135 398,1354 393,916 248,000 49,690 96,226

3 421,608 260,000 84,031 77,577

1.5%

97,428 97,428 1.4%

514,965

108,888 108,888 108,8882 113,282 29,000 22,167 62,115

元 100,415 30,000 13,000 57,415

0.3%

55,126 55,126 0.8%

97,428

24,597 24,597 24,597

62 41,860 34,000 7,860 55,126

63 40,000 15,000 25,000

3.3%

61 155,913 44,400 35,000 76,513 144,039 144,039 144,039 2.0%

60 405,852 123,100 62,900 219,852 237,069 237,069 237,069

756,019 10.5%

922,000 790,000 39,800 92,200 885,547 885,547 885,547 12.4%

継　続　費　に　関　す　る　調　書

款 項
事
業
名

全　　体　　計　　画
前々年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払義
務発生(見
込)額

当該年度支
払義務発生
予定額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額

継続費の総
額に対する
進捗率

58

59

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

330,518 330,518 330,518

備 考
年
度

年割額

左の財源内訳

57 430,464 237,700 58,500 134,264 4.6%

656,671 560,000 90,000 6,671 756,019 756,019
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（単位　千円）

企業債 国庫補助金
当年度損益
勘定留保資

金

7,167,705

（単位　千円）

企業債 国庫補助金
当年度損益
勘定留保資

金

第
一
款
　
資
本
的
支
出

第
一
項
　
建
設
改
良
費

浄
水
場
監
視
設
備
外
更
新
工
事

計 467,863 200,000

第
一
款
 

資
本
的
支
出

第
一
項
 

建
設
改
良
費

款 項

5 122,400 50,000

4 122,400 50,000

計 7,167,705 3,580,800

第
一
次
拡
張
事
業

22
～
2

431,600

備 考
左の財源内訳

事
業
名

全　　体　　計　　画
前々年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払義
務発生(見
込)額

当該年度支
払義務発生
予定額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額年

度
年割額

0 122,400

0 122,400

267,863 0 0 0 100,650 367,213 21.5%

72,400

72,400

21.5%3 100,650 50,000 50,650 100,650

1,266,619 2,320,286

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

継続費の総
額に対する
進捗率

5,599,710 5,599,710 5,599,710 1,567,995 78.1%

431,600 544,859 1,567,995

継　続　費　に　関　す　る　調　書

款 項
事
業
名

全　　体　　計　　画
前々年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払義
務発生(見
込)額

当該年度支
払義務発生
予定額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

継続費の総
額に対する
進捗率 備 考

年
度

年割額

左の財源内訳

0 122,413

逓次繰越

159,936

6 122,413 50,000 72,413

1,408,059
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左　　の
財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 収益的収入

令和３年度
から

令和７年度
まで

全額 全額

債務負担行為に関する調書

事　　項 限 度 額

前年度末までの
支払義務発生
（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生

予定額

富里市公共
施設の電気
料金削減に
向けた官民
連携事業の
取組に関す
る協定書に
基づき締結
する電力供
給契約によ
る電気料

富里市公共
施設の電気
料金削減に
向けた官民
連携事業の
取組に関す
る協定書に
基づく電力
供給契約に
よる電気料
に要する額

－ －
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（消費税及び地方消費税抜き表示）

(単位:千円)

1
(1) 876,200

(2) 5,917 882,117

2

(1) 478,140

(2) 122,983

(3) 112,508

(4) 206,663

(5) 37,299 957,593

75,476

3

(1) 52

(2) 800

(3) 43,708

(4) 38,220

(5) 260 83,040

4

(1) 23,693 23,693 59,347

16,129

5

(1) 1 1

6

(1) 819 819 Δ818

16,947

39,547

124,000
146,600

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

過 年 度 損 益 修 正 損

減 価 償 却 費

令和２年度  富里市水道事業予定損益計算書

(令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで)

営 業 収 益
給 水 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

総 係 費

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

雑 収 益

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

加 入 金

長 期 前 受 金 戻 入

営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

支 払 利 息

その他の未処分利益剰余金変動額

特 別 損 失
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（消費税及び地方消費税抜き表示）

（単位:千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 133,986

　　ロ　立木 5,806

　　ハ　建物 587,380

　　　　減価償却累計額 △ 538,787 48,593

　　ニ　構築物 7,234,899

　　　　減価償却累計額 △ 4,129,146 3,105,753

　　ホ　機械及び装置 2,194,358

　　　　減価償却累計額 △ 1,117,255 1,077,103

　　ヘ　車両運搬具 4,272

　　　　減価償却累計額 △ 3,903 369

　　ト　工具、器具及び備品 8,780

　　　　減価償却累計額 △ 6,939 1,841

　　チ　建設仮勘定 21,836

　有形固定資産合計 4,395,287

（２）無形固定資産

　　イ　電話加入権 2,000

　無形固定資産合計 2,000

　固定資産合計 4,397,287

２．流動資産

（１）現金預金 772,657

（２）未収金

　　イ　営業未収金 179,895

　　ロ　営業外未収金 4,370

　　　　貸倒引当金 △ 2,386 181,879

（３）貯蔵品

　　イ　材料 6,782

　　ロ　貯蔵量水器 1,778 8,560

（４）前払金 △ 1

（５）その他流動資産 83,295

　流動資産合計 1,046,390

　資産合計 5,443,677

令和２年度　富里市水道事業会計予定貸借対照表

（令和３年３月３１日）

資産の部
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３．固定負債

（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,413,754

　企業債合計 1,413,754

（２）引当金

　　イ　修繕引当金 16,022

　引当金合計 16,022

　固定負債合計 1,429,776

４．流動負債

（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 133,939

　企業債合計 133,939

（２）未払金

　　イ　営業未払金 83,046

　　ロ　営業外未払金 10,120

　　ハ　その他未払金 15

　未払金合計 93,181

（3）引当金

　　イ　賞与引当金 11,093

　引当金合計 11,093

（4）預り金 1,599

（5）その他流動負債 82,995

　流動負債合計 322,807

５．繰延収益

　　長期前受金 2,595,531

　　収益化累計額 △ 1,734,781

　　繰延収益合計 860,750

　　負債合計 2,613,333

６．資本金 2,507,173

７．剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　寄附金 68,117

　　ロ　その他資本剰余金 37,949

　資本剰余金合計 106,066

（２）利益剰余金

　　イ　減債積立金 70,505

　　ロ　当年度未処分利益剰余金 146,600

　利益剰余金合計 217,105

　剰余金合計 323,171

　資本合計 2,830,344

　負債資本合計 5,443,677

負債の部

資本の部

－26－



（消費税及び地方消費税抜き表示）

（単位:千円）

１．固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 133,986

　　ロ　立木 5,806

　　ハ　建物 587,380

　　　　減価償却累計額 △ 754,130 △ 166,750

　　ニ　構築物 7,436,121

　　　　減価償却累計額 △ 4,129,146 3,306,975

　　ホ　機械及び装置 2,195,546

　　　　減価償却累計額 △ 1,117,255 1,078,291

　　ヘ　車両運搬具 4,272

　　　　減価償却累計額 △ 3,903 369

　　ト　工具、器具及び備品 8,780

　　　　減価償却累計額 △ 6,939 1,841

　　チ　建設仮勘定 23,024

　有形固定資産合計 4,383,542

（２）無形固定資産

　　イ　電話加入権 2,000

　無形固定資産合計 2,000

　固定資産合計 4,385,542

２．流動資産

（１）現金預金 723,272

（２）未収金

　　イ　営業未収金 258,763

　　ロ　営業外未収金 4,372

　　　　貸倒引当金 △ 4,358 258,777

（３）貯蔵品

　　イ　材料 7,782

　　ロ　貯蔵量水器 1,588 9,370

（４）前払金 △ 3

（５）その他流動資産 164,869

　流動資産合計 1,156,285

　資産合計 5,541,827

令和３年度　富里市水道事業会計予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

資産の部
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３．固定負債

（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,393,250

　企業債合計 1,393,250

（２）引当金

　　イ　修繕引当金 16,022

　引当金合計 16,022

　固定負債合計 1,409,272

４．流動負債

（１）企業債

　　イ　建設改良費等の財源に充てるための企業債 118,003

　企業債合計 118,003

（２）未払金

　　イ　営業未払金 124,095

　　ロ　営業外未払金 19,528

　　ハ　その他未払金 15

　未払金合計 143,638

（3）引当金

　　イ　賞与引当金 16,619

　引当金合計 16,619

（4）預り金 1,599

（5）その他流動負債 164,569

　流動負債合計 444,428

５．繰延収益

　　長期前受金 2,595,531

　　収益化累計額 △ 1,773,445

　　繰延収益合計 822,086

　　負債合計 2,675,786

６．資本金 2,507,173

７．剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　寄附金 68,118

　　ロ　その他資本剰余金 37,949

　資本剰余金合計 106,067

（２）利益剰余金

　　イ　減債積立金 70,505

　　ロ　当年度未処分利益剰余金 182,296

　利益剰余金合計 252,801

　剰余金合計 358,868

　資本合計 2,866,041

　負債資本合計 5,541,827

負債の部

資本の部

－28－



－29－ 
 

注 記 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数 建物   15～50 年 

               構築物     10～60 年 

               機械及び装置    8～16 年 

   車両運搬具   4 年 

                工具器具及び備品    5～20 年 

（２）リース資産 

     ・所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 

 ２ 引当金の計上方法 

  （１）退職給付引当金 

・職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は 

計上していない。 

  （２）賞与引当金 

・職員の期末手当及び勤務手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当 

事業年度末における支給（支出）額見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上して 

いる。 

（３）貸倒引当金 

・債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上してい 

る。 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式による。 


